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国立大学法人京都教育大学苦情処理委員会規程

平成１６年１０月２５日 制 定

令和 ３年 ３月２９日 最終改正

（目 的）

第１条 この規程は，国立大学法人京都教育大学教職員就業規則第５２条の規定に基づき，

教職員の苦情処理に関する委員会の組織及び運営について必要な事項を定めることを目

的とする。

（設 置）

策２条 国立大学法人京都教育大学（以下「大学」という。）に，次の各号に関する教職

員の苦情を適切に処理するため，苦情処理委員会（以下「委員会」という。）を置く。

一 就業規則，労使協定及び労働協約の適用

二 日常の労働条件に関係のある法令，規程及び通達等の適用

三 第一号及び第二号に規定されていない日常の労働条件に関する事項

（組 織）

第３条 委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。

一 副学長（労務・財務担当）

二 総務・企画課総務担当課長

三 総務・企画課人事グループリーダー

四 過半数労働組合又は過半数代表者が推薦する者 ３名

２ 前項第四号に掲げる委員は学長が委嘱する。その任期は１年とし，再任を妨げない。

ただし，委員に欠員を生じた場合の補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。

（所掌事項）

第４条 委員会は，第５条に定める相談窓口へ寄せられた苦情を審議し，苦情を受け付け

た日から３０日以内に，審議の結果及び委員会の意見を苦情申し立て者に通知する。審

議の結果，苦情処理のために大学が適切な対策を講ずる必要があると認められる場合，

委員会は学長に意見を述べることができる。

（相談窓口）

第５条 大学は，教職員からの苦情に関する相談を受け付ける窓口（以下「相談窓口」と

いう｡）を設置し，相談員として第３条の委員をもって充てる。

（委員長）

第６条 委員会に委員長を置き，副学長をもってこれに充てる。

２ 委員長に事故あるときは，あらかじめ委員長が指名する委員が，その職務を代行する。

（会 議）

第７条 委員長は，相談窓口に苦情が寄せられた場合，速やかに委員会を招集し，その議

長となる。

２ 委員長は，委員の過半数の出席がなければ委員会を開くことができない。

３ 委員会の審議内容は非公開とし，委員はこれを他に漏らしてはならない。委員退任後

も同様とする。ただし，全委員の意見が一致したときは，苦情申し立て者の了解のもと
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にこれを公開することができる。

４ 委員会において必要と認めるときは，委員以外の者の出席を求めて，その意見を聴取

することができる。

（不利益取り扱いの禁止）

第８条 大学は，教職員が第２条各号に定める苦情を申し立てたことを理由として，当該

教職員の労働条件・処遇等について不利益な取り扱いをしない。

（記録の保存）

第９条 委員会は，関係法令によって記録の保存が定められている事項についての議事録

を，その定める期間保存しなければならない。

附 則

この規程は，平成１６年１１月１日から施行する。

附 則

この規程は，平成１８年１２月４日から施行し，平成１８年８月１日から適用する。

附 則（平成２５年規程第２９号）

この規程は，平成２５年９月２７日から施行し，平成２５年８月１日から適用する。

附 則（令和２年規程第５３号）

この規程は，令和３年４月１日から施行する。


